
 

 

千葉：株式会社 Macbee Planet 代表取締役社長の千葉でございます。 

本日は、2025 年４月期第１四半期決算説明資料をもとにお話させていただきます。 

  

 

        
           

          

                

         



 

 

まずは会社概要です。 

当社は 2015 年 8 月に創業し、その後は M&A を積極的に進め、2021 年には技術力強化のために Alpha

を、2023 年には組織や顧客の基盤強化のためにネットマーケティングを完全子会社化しました。 

さらに本年は 5 月に、戦略 PR を提供する PR クラウドテックを完全子会社化し、成果報酬型でのサービ

ス提供を認知領域にも拡大しております。 

このようにＭ＆Ａを活用しつつ順調に増収増益を続けたことで、今年の 7 月にはプライム市場の上場基

準を満たし、上場市場区分を変更しております。 

  

 

    

  

                           

                                 

                                   

                                       

                                            

                            

                        

    

                         

             

                       

                  

                      

                   



 

 

当社の事業内容の説明に先んじて、一点ご説明させていただきます。 

 

これまで当社は、LTV マーケティングのリーディングカンパニーとして LTV マーケティングの深化・

深耕を進めてまいりましたが、LTV マーケティングを昇華させたメッセージとして、「すべてのマーケ

ティングを成果報酬に」を設定いたしました。 

 

今後は「すべてのマーケティングを成果報酬に」を使用して成果報酬型市場における圧倒的なマーケッ

トリーダーとして、当社および成果報酬型マーケティングの PR などを進め、更なる成長機会を創出し

てまいります。 

  

 

            

     

              



 

 

事業内容についてご説明いたします。 

 

当社は、①これまで長年蓄積してきたデータ基盤、②それらのデータを総合的に利活用する技術、③マー

ケティングの ROI を最適化する提案力 の三つを競争力の源泉とし、独自の成果報酬型マーケティング

を提供しております。 

 

成果報酬型でクライアント様にとってリスクが低く、費用対効果にも優れているため、取引するクライ

アント様の数と成果数を着実に増やし、高い成長率を実現してまいりました。 

  

 

    
                                   
                                

      

      

    

        

    

        

          

        

       

          

      

    

   

           

    

     

  



 

 

続いて、対象市場についてご説明いたします。 

PR クラウドテックの取得により認知領域に関しても成果報酬型で提供しておりますが、当社の現状の主

戦場である獲得領域を中心にお話しさせて頂きます。 

 

現状広告マーケティング市場の大部分は固定費による広告費投資であり、クライアントが大きなリスク

を背負いながら、顧客の獲得に取り組むことが業界の常識でした。そのため、クライアントにとって低リ

スクで費用対効果が高い成果報酬のニーズは高く、当社がテクノロジーとデータを活用し、成果報酬型

でサービスを提供するブレイクスルーを果たしたことで、大きな市場転換が進みつつあります。 

  

 

                   

                              

                           

                                                    

     
             

     
         

     
        

          

               

                  

             

   

   

   

    

    



 

 

成果報酬型が急激に拡大している理由の一つは、広告主にとってメリットが大きいモデルであることで

す。 

 

インターネット広告を例にとると、手数料型は広告がクリックされた時点で手数料を支払うため、その

後売上につながらなかった場合にも費用が発生します。 

一方、成果報酬型では契約時やサービス利用開始時など、広告主の売上・利益に直接貢献するタイミング

で報酬を支払うため、費用が無駄にならないことが大きなメリットとして挙げられます。 

 

このモデルでは広告主の代わりに当社がリスクを負う形になりますが、テクノロジーを活用して広告運

用を最適化することで着実に広告を成果につなげ、リスクを低減させております。 

 

今後、サービスの質が問われる時代の中では、インターネット広告に留まらず、様々なサービスが成果報

酬型に変わると考えております。  

 

            
                           

               
        

         
       

      
    

   
 

    
  

        
    

    

  

       
           

      

  
   

    

      
       

   
         
         

    

    
   

   

      

   

    
    
     

    
    



 

 

続きまして、2025 年４月期第１四半期のハイライトについてお話しします。 

 

業績面では、医療業界の案件が増収増益をけん引し、売上高は前年同期比で＋26％の 11,560 百万円、

営業利益は前年同期比で＋15％の 1,146 百万円となりました。 

 

また、並行して新サービスの開発にも積極的に取り組んだほか、組織としては、株式分割や上場市場の

変更で投資家層を拡大するとともに、PR 会社の子会社化や PR 戦略本部の設立などで、今後の PR 強化

のための組織体制を整えました。 

  

 

                  
                                     

                         

        

               
   

      

              

        
    

    

     

               

           

           

        

        
    

            

          
      

         

           

             

        
        

          
            



 

 

PR については、前回の決算でお話しした通り、年間で最大 5 億円を投資する予定です。 

 

これまで当社は独自のサービスを提供することで圧倒的な実績を築いてきた一方で、業界における認知

度や一般的な認知度の向上余地は大きく、大規模な PR 施策によって当社の認知度を向上させ、クライア

ント獲得や人材採用、他社アライアンスを通じたサービス品質の向上など、今後の事業成長につなげて

まいります。 

 

なお、前期末に計上した貸倒引当金については、一定の入金はあるものの会計処理が未定であり、大規模

な返済計画については引き続き関係者間で協議を進めております。皆様にはご心配をおかけしておりま

すが、返済可能性が高いという弊社の認識は変わりなく、引き続き回収に向けて協議してまいります。 

  

 

                  

             

               

                      

          
         

        

            
         
           

  
     

  
       

  
       

  
       

         

            

  
            

       

    
          
          
        

            

                                



 

 

続いて、2025 年４月期から 2027 年 4 月期の中期経営計画についてお話します。 

 

記載の通り、「インターネット広告の次世代化」「PR と獲得の融合」「加速度的な M&A」という三つ

の重点施策によりマーケティングの常識を打ち破ることを目指してまいります。詳細については別途開

示しております中期経営計画資料をご参照ください。  

 

           
                                     
                               

                                             

  

      

      

              
           

        
              

           
      

     

 

 

 

    

    



 

 

中期経営計画における数値目標についてお話しします。 

 

当社は、これまでも高い成長率を実現してまいりましたが、事業規模が拡大する中でも、さらなる事業

成長を実現することで、ステークホルダーの期待に応えていきたいと考えております。 

 

具体的には、2027 年４月期の売上高は 2024 年 4 月期と比較して＋78％成長の 700 億、営業利益は＋

104％成長の 75 億円を、数値目標として設定しております。 

  

  

    
                                       

      

    
    

     
     

     

                        

   
   

    

    

    

                        

          

                             

                          

   

    
   

   



 

 

 

最後に、株主還元についてです。 

当社は、事業成長が最大の株主の皆様への還元になると考えており、その方針は変わりません。 

 

一方で、投資家層をより広げていくためには、株主還元の機会をより一層充実させる必要もあると考

え、株主還元を強化いたしました。 

 

まず配当について、前期は記念配当を実施しましたが、今後は普通配当についても、配当性向 20％を目

安として継続的に実施いたします。事業成長を優先しつつ、将来的にはさらに高い水準を目指してまい

ります。 

 

また、自社株買いについても、引き続き検討・遂行してまいります。 

  

  

       

        

             
        

               

       

          

               

           



 

 

具体的な年間の配当予想ですが、前期から大幅に増額し、36 円の予想としました。 

 

また、自社株買いについても、16.5 億円を上限として、10 月から 12 月までの間に実施する予定です。 

 

今後も成果報酬型市場の中で圧倒的なポジションを確立することで広告市場のゲームチェンジを実現

し、事業成長を継続するとともに、株主還元の強化など、企業価値の向上に取り組んでまいりますの

で、今後もご期待いただけると幸いです。ご清聴ありがとうございました。 

  

         
                  

         
    

          
    

                    

                    

                   

                           
                                 
                  

                     

           

              

                

                          

                   


